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平成 22 年度 内閣府本府政策評価（事後評価）について             参考資料３ 

 
内閣府大臣官房政策評価広報課 

１．内閣府本府における政策評価について 

 「行政機関が行う政策の評価に関する法律」第２条第１項の規定により、原則として、分担管理事務（内閣府設置法第４条第３項に規定

する事務）にあたる政策が政策評価の対象。→内閣補助事務（内閣府設置法４条１、２項）は対象外。 

 ３年毎に基本計画を策定、政策評価の実施に関する方針等を決定。 

 毎年度初めに実施計画を策定、対象政策の評価の判断基準となる測定指標とその目標値を策定。夏ごろに前年度の事後評価を実施。 

（平成 22 年度実施計画を平成 22 年 6 月 14 日決定。なお、平成 23 年度については、試行的取組として施策の目標や測定指標とその設定根

拠を整理した事前分析表を作成することから、実施計画はそれを含める形で、現在作成中。） 

 平成 22 年度事後評価にあたり、有識者懇談会を開催（今年は７月１日開催）。 

 事後評価、事前分析表の作成にあたり行政事業レビューとの連携を図っている。 

現行基本計画における政策評価サイクル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(注１)基本計画・実施計画は、内閣総理大臣決定。補正予算成立等に伴い適時改正。 

(注２)これらの他、規制等を行う場合は「事前評価」を実施。 

(注３)基本計画はこれまで平成 14 年４月、平成 17 年４月、平成 20 年２月、平成 23 年４月に決定 

  21 年度の政策 22 年度の政策 23 年度の政策 

平成 21 年度 

基本計画 

(平成 20 年２月決定) 

対象期間： 

平成 20～22 年度 

(年度初) 

実施計画 

＜政策実施＞ 

  

平成 22 年度 

 

事後評価 

(年度初) 

実施計画 

＜政策実施＞ 

 

平成 23 年度 

基本計画 

(平成 23 年４月決定) 

対象期間： 

平成 23 年～25 年度 

  

事後評価 

(年度内) 

実施計画 

事前分析表 

（試行的取組） 

＜政策実施＞ 

平成 24 年度 
  事後評価 
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（対象は、それぞれ平成 14～16 年度、平成 17～19 年度、平成 20～22 年度、平成 23～25 年度の政策評価）。 

 

２．評価対象 

平成 22 年度に実施された 21 政策・77 施策に関して設定された 192 指標。 

（「平成 22 年度内閣府本府政策評価実施計画」で規定） 

 

３．政策評価結果・今後の方向性について（総論） 

評価結果（目標の達成状況） 

 

達成・概ね達成：平成 22 年度に設定した目標値を達成もしくは概ね達成している場合 

未達成：平成 22 年度に設定した目標値を達成していない場合 

達成に向け進展：平成 23 年度以降に目標値を設定しており、平成 22 年度までに目標値に向けた進展がみられる場合 

達成に課題：平成 23 年度以降に目標値を設定しており、平成 22 年度において課題がある場合 

 

 平成 22 年度目標値 平成 23 年度以降に目標値を設定  

 ①達成・概ね達成 ②未達成 ③達成に向けて 

進展 

④達成に向けて 

課題 

⑤その他 

77 施策中  

66 

（86％） 

 

５ 

（６％） 

 

４ 

（５％） 

 

１ 

（１％） 

測定不能 

１ 

（１％） 

（注：％は小数点以下を四捨五入しているため、すべてを足し合わせても 100％にならない。） 

 

４．内閣府本府政策評価有識者懇談会（７月１日開催）について 

平成 22 年度事後評価に係る主な指摘事項とそれらを踏まえた対応は以下の通り 

 （指摘事項１）平成 22 年度内閣府本府政策評価（事後評価）（案）の測定指標や目標値等の見直しを行うべき。 

 広報系の満足度は大体達成しているが、ここ数年達成している数字で評価を行っているので、目標値を上げていかないと意味がない。

また集まった人だけの満足度だけではなく、そこから先の広がりを見ていく方向にそろそろ展開しないと、政府広報は何をやってい

るのだという批判にはなかなか応えづらいのではないか。 

 未達成となっているものは、目標が達成できそうもないというのがいくつもある。女性の参画の拡大のところの公務員については目標

が 32 年、幹部の割合が 30％だが、採っている女性は 20％だから、この段階で無理というのがはっきりしている。 
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⇒（対応）平成 23 年度事後評価を行う際の測定指標を定める平成 23 年度事前分析表について、目標値の引き上げや測定指標の見直しを行

っている。11 月に開催予定の有識者懇談会でも委員の先生方にご審議いただく。 

 （指摘事項２）原子力関連施策について、評価にあたっては原発事故を踏まえて評価するべきではないか。 

⇒（対応）「原子力研究開発利用の推進」「原子力利用の安全確保に係る施策の遂行」の評価書の「目標期間終了時点の総括」で課題を記述。

「防災政策の推進」についても、東日本大震災を踏まえた今後の方向性を記述。 

 

 (指摘事項３）行政事業レビュー、会計検査院、総務省の行政評価・監視といった他のレビュー機能での指摘を整理すべきではな   

いか。 

⇒（対応）指摘事項で施策に関係するものは評価書の「目標期間終了時点の総括」に記載した。 

 

※懇談会メンバー 

座長 山谷清志 同志社大学政策学部･学院総合政策科学研究科教授 

   田辺国昭 東京大学大学院法学政治学研究科･公共政策大学院教授 

   田中弥生 独立行政法人大学評価・学位授与機構評価研究部准教授 

   南島和久 神戸学院大学法学部准教授 
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５．政策評価結果および反映の方向性 ※本表は、各部局作成の評価書をベースに、大臣官房政策評価広報課でまとめたもの。 

政策 施策 主な評価指標 

達成 

／未達成 

 

今後の方向性等（主なもの） 

(参考) 

行政事業レビューの指摘 

 

１．市民活動の

促進 
①市民活動の促進 

 認証・不認証決定
期間 

 ＨＰアクセス件
数 

達成 改正特定非営利活動促進法の適切な施

行に対する支援及びＩＴを活用した情報

提供に係る基盤整備を図る。 

 

 

２．公文書等の

保存及び利用の

取組 

①公文書館制度の

推進 

 中間書庫パイロ
ット事業の取扱
い文書数 

達成 中間書庫パイロット事業で得られた検

証結果を（独）国立公文書館に着実に引

き継ぐ。 

公文書の保存・利用に必要な体制の整備

に取り組む。 

事業を引き継ぐこととなっ

た（独）国立公文書館に４年間

で培った検証結果を引き継ぐ

こと。 

３．政府広報・

広聴による政府

施策の理解、協

力の促進 

①重要施策に関す

る広報 

 広報理解度 
 広報満足度 

達成 従来のマス媒体活用にとらわれない広

報の実施方法などの検討を進める。 

政策評価有識者懇談会における指摘を

踏まえて、アンケート結果や問い合わせ

内容等から、国民からの反響やその後の

行動意識の変容等を把握・分析を試み、

今後の広報展開への活用方法を検討す

る。 
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政策 施策 主な評価指標 

達成 

／未達成 

 

今後の方向性等（主なもの） 

(参考) 

行政事業レビューの指摘 

 

②世論の調査 

 結果の利活用度 達成 世論調査については、引き続き適切な

調査実施に努めるとともに、調査結果の

公表方法及び個票データの提供方法を検

討する。 

広聴活動については、行政事業レビュ

ーでの指摘を踏まえ、インターネット等

を利用した広聴手法を検討する。 

行政事業レビューの指摘を踏まえ、国

民との対話については、これまでの開催

実績を踏まえて２３年度予算を大幅に削

減したうえで、事業は継続する。（本件の

実施については、その時々の内閣の判断

によるものであるため。） 

 行政刷新会議「国民の声」に

おいて広く国民の意見をイン

ターネットで募集している手

法を習い、事業について抜本的

な見直しを図るべき。 

 

 

国民との対話については、近

年の開催実績や成果等を精査

した上で、事業の廃止を視野に

入れた抜本的な見直しを図る

べき。 

４．遺棄化学兵

器廃棄処理事業

の推進 

①化学兵器禁止条

約に基づく遺棄

化 学 兵 器 の 発

掘・回収 

 実施割合（計画
比） 

 中国側の肯定評
価 

達成 引き続き「安全かつ確実な化学兵器禁

止条約の履行」に取り組む。 

ＨＰの多言語化を図る。 

 

５．経済財政政

策の推進 

①道州制特区の推

進 

 事業のフォロー
アップ 

 事務・事業の実
施・進捗状況 

達成 関係行政機関とさらに連携するととも

に、移譲事業等をフォローアップするこ

とにより、広域行政の一層の推進を図る。

 

②政府調達に係る

苦情処理を通じ

た市場アクセス

の改善 

 苦情の内容等を
公表 

 HP アクセス件数 

概ね達成 引き続き、苦情申立てに対して適切に

対応するとともに、制度の周知に関し、

ＨＰのアクセス件数からみると不十分で

あったことが窺われるため、英訳ページ

の更新等のＨＰ改善を行い、さらなる周

知を図る。 

政府調達苦情検討委員会が

開催された平成22年度におい

ても執行率が著しく低い状況

（25%）であり、予算計上のあ

り方を含め、事業の抜本的な見

直しを図るべき。 
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政策 施策 主な評価指標 

達成 

／未達成 

 

今後の方向性等（主なもの） 

(参考) 

行政事業レビューの指摘 

 

③対日直接投資の

増進 

 対日投資残高 GDP
比 

（5％） 
 HP アクセス件数 
 

未達成（世

界経済の減

速 等 に よ

る） 

(3.7％) 

「新成長戦略」に掲げられた方針等も

踏まえた対日直接投資の増進に関する総

合調整を行う。 

対日直接投資の広報について、より適

切な測定指標を検討する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④緊急雇用対策の

実施 

 事業による起業
支援者数 

 事業による研修
受講者数 

達成に向け

進展 

(※目標期

間は23年度

末) 

－  

⑤企業再生支援機

構の監督体制等

の整備 

 申請への認可・不
認可 

 説明会等実施 

達成 （説明会等実施については、所期の目的

は達成されたため、平成23年度以降、実

施予定なし） 

 

執行率が著しく低い状況

（3.4%)であり、点検結果にあ

るとおり、事業内容の抜本的見

直しを図るべき。また、事業目

的に対する適切な成果目標を

設定し、事業効果の把握に努め

るべき。 

⑥民間資金等活用

事業の推進（ＰＦ

Ｉ基本方針含む） 

 ＰＦＩ事業の進
捗状況の確認 

達成 ＰＦＩ推進委員会及び中間とりまとめ

で示された課題に対するフォローアップ

を行うことで、ＰＦＩのより一層の推進

を図る。 

行政事業レビューの指摘を踏まえ、平

成22年度の委託調査の成果は、ＰＦＩ法

改正の資料等として活用しており、平成

24年度概算要求においても個々の委託調

査の成果につき使途を想定したうえで要

求している。 

執行率が低い状況（45%）で

あり、事業内容の見直しを図る

べき。また、調査事業の成果を

どのように活用することがで

きたかなど、事業目的に対する

適切な成果指標を設定し、事業

効果の把握に努めるべき。 
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政策 施策 主な評価指標 

達成 

／未達成 

 

今後の方向性等（主なもの） 

(参考) 

行政事業レビューの指摘 

 

 

⑦市場開放問題に

係る苦情処理を

通じた市場アク

セスの改善 

 苦情解決比率 達成 数年来苦情事案の持ち込みはないが、

これまでの案件は全件解決済みとなって

いる。今後も新たに事案が持ち込まれる

際には、引き続き事案解決に努めること

を通じて当該解決比率を維持できるよう

図る。 

行政事業レビューの指摘も踏まえ今後

も引き続き事業の必要性と実績の推移を

勘案しながら進める。 

執行実績がない（0%）状況が

続いていることから、他の事業

との統合による予算の効率化

も含め、事業の抜本的見直しを

図るべき。 

⑧競争の導入によ

る公共サービス

の改革の推進 

（公共サービス

改革基本方針含

む） 

 改革の進捗状況
の確認 

達成 「公共サービス改革基本方針」に沿っ

た改革へ取り組む。 

行政事業レビューの指摘を踏まえ、今

後とも調査結果を委員会等における議論

に活用するなど、事業効果の把握を徹底

する。 

 

調査を実施した事実のみで

はなく、調査に基づいてどのよ

うなアクションをとることが

できたかなど、事業目的に対す

る適切な成果指標を設定し、事

業効果の把握に努めるべき。 

⑨「新しい公共」に

関する施策の推

進 

 「新しい公共」円
卓会議提言とり
まとめ 

 社会的責任に関
する円卓会議へ
の参画、安全・安
心で持続可能な
未来に向けた協
働戦略の策定 

 国民生活選好度
調査の実施、分
析、公表 

達成 「新しい公共」推進会議において、「新

しい公共」円卓会議からの提案に対する

政府の対応をフォローアップし、さらな

る提案をとりまとめる。 

安全・安心で持続可能な未来に向けた

協働戦略を推進する。 

平成23年度国民生活選好度調査を実施

する。 

「新しい公共」の自立的な発展の促進

のための環境整備を図る。 
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政策 施策 主な評価指標 

達成 

／未達成 

 

今後の方向性等（主なもの） 

(参考) 

行政事業レビューの指摘 

 

 

⑩国内の経済動向

の分析 

 各種報告の HP へ
の掲載 

 主要な会議等へ
の取り上げ 

 各マスメディア
への掲載 

達成 引き続き、質の高い報告等の作成によ

り、適時適切な政府の経済財政政策の舵

取りに貢献するとともに国内外への情報

発信の向上を図る。 

 

 

⑪国内の経済動向

に係る産業及び

地域経済の分析 

 各種調査公表日 
 各種調査報告書

配布箇所 
 各種調査 HP アク

セス件数 
 マスメディアに

よる報道状況 

達成 引き続き、各種調査の作成・公表によ

り、経済財政政策の形成、政策議論に貢

献する。あわせて、公表物をホームペー

ジに掲載することにより広く国民への情

報提供の向上を図る。 

 

⑫海外の経済動向

の分析 

 各マスメディア
への掲載 

 主要な会議等へ
の取り上げ 

 HP アクセス件数 

達成 引き続き、迅速かつ的確な情報の収集、

質の高い分析を行うことにより、適時適

切な政府の経済財政政策の舵取りに貢献

する。また、情報通信技術の活用による

調査・分析業務のより一層の効率化を図

る。 

 

６．地域活性化

の推進 

①中心市街地活性

化基本計画の認

定 

 国の支援措置を
受ける基本計画
の割合 

 目標達成と回答
した市町村の割
合 

達成 制度がより有効に活用されるよう、引

き続き取り組んでいく。 

 

②構造改革特区計

画の認定 

 構造改革特区計
画認定件数 

 目標達成と回答
した計画策定地
方公共団体の割
合 

概ね達成 新規特例措置の一層の実現及び特例措

置が一層活用されるような制度周知を図

りながら、地方公共団体の意向を踏まえ、

引き続き推進する。 
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政策 施策 主な評価指標 

達成 

／未達成 

 

今後の方向性等（主なもの） 

(参考) 

行政事業レビューの指摘 

 

 

③地域再生計画の

認定 

 地域再生計画認
定件数 

 目標達成と回答
した計画策定地
方公共団体の割
合 

概ね達成 地域の自主的取組を総合的に支援する

ため、地方公共団体の意向を踏まえ、支

援措置が一層活用されるよう制度周知等

を図る。 

 

④地域再生基盤強

化交付金の配分

計画の策定 

 地域再生基盤強
化交付金を活用
した新規計画の
認定数 
(100 件) 

未達成 

（経済の低

迷等による

地方財政の

悪化等） 

（85件） 

地方のニーズ・状況の把握、計画策定

に向けての相談、助言等に適切に対応す

る。 

 行政事業レビューの指摘を踏まえ、測

定指標の改善により、今後、政策評価に

おいて、全体目標の達成状況を確認する。

全体目標の達成結果を公表

できる方法の導入を図るべき。 

⑤地域再生支援利

子補給金の支給 

 対象融資額 達成 より有効に活用されるよう、引き続き

取り組んでいく。 

 

⑥地域活性化交付

金の配分計画の

策定 

 地域活性化に有
効と回答した地
方公共団体の割
合 

 地方消費者行政
等の推進に有効
と回答した地方
公共団体の割合 

概ね達成 －（平成22年度限り）  
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政策 施策 主な評価指標 

達成 

／未達成 

 

今後の方向性等（主なもの） 

(参考) 

行政事業レビューの指摘 

 

７．科学技術政

策の推進 

①原子力研究開発

利用の推進（原子

力政策大綱） 

 原子力政策大綱
に盛り込まれた
施策のフォロー
アップ 

達成 原子力の研究開発利用に関する政策の

妥当性を評価するとともに、国民からの

意見を政策に反映させていくべく取り組

む。 

 また、今般の東京電力福島第一原子力

発電所の事故により、安全に関する取組

に対する国民の信頼が失われるなど原子

力発電を取り巻く社会環境は大きく変化

しており、このような状況を踏まえて、

今後の原子力政策のあり方について検討

してまいりたい。 

 

８．防災政策の

推進 

①防災に関する普

及・啓発 

 アンケートでの
「有効」との評価
の割合（60％以
上） 

達成 東日本大震災を踏まえ、災害教訓を生

かすことの重要性が高まったことから、

災害教訓を生かした防災知識の普及啓発

を促進し、さらに有益なものとするため、

平成23年度の目標をより高いものに設定

する。 

 

②国際防災協力の

推進 

 アジア各国担当
者への短期研修
者数 

達成 東日本大震災の教訓等を国際社会と共

有するため国際防災協力をさらに推進す

る。 

 

③災害復旧・復興に

関する施策の推

進 

 災害復旧・復興対
策について記載
された地域防災
計画の割合 

測定不能 

（負担懸念

から都道府

県等への調

査を見送っ

た） 

東日本大震災により、災害復旧・復興

施策のあり方の見直しと、より一層の充

実を行う。 

 

④防災行政の総合

的推進（防災基本

計画） 

 防災基本計画に
盛り込まれた重
点課題のフォロ
ーアップ 

達成 東日本大震災を踏まえ、専門調査会の

とりまとめ内容を踏まえるなどして、防

災基本計画の修正を行う。 
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政策 施策 主な評価指標 

達成 

／未達成 

 

今後の方向性等（主なもの） 

(参考) 

行政事業レビューの指摘 

 

⑤地震対策等の推

進 

 大規模水害対策
に関する大綱(仮
称)の策定 

 「日本海溝・千島
海溝周辺海溝型
地震応急対策活
動要領」に基づく
具体的な活動内
容に係る計画の
策定状況 

 緊急地震速報受
信装置の普及状
況 

概 ね 達 成

（中央防災

会議で最終

決定等を行

う予定だっ

たが、東日

本大震災の

ため決定等

ができなか

った） 

中央防災会議で大綱の決定等ができな

かった事案については、今般の東日本大

震災に係る検討の進捗状況を踏まえ適切

に対処する。 
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政策 施策 主な評価指標 

達成 

／未達成 

 

今後の方向性等（主なもの） 

(参考) 

行政事業レビューの指摘 

 

９．沖縄政策の

推進 

①駐留軍用地跡地

利用の推進 

 市町村へのアド
バイザー派遣件
数跡地利用に係
る構想・計画の作
成状況 

達成 引き続き跡地関係市町村等の要望に可

能な限り応えていくとともに、効率的な

事業の実施を図る。 

 

②沖縄の離島の活

性化 

 特産品加工施設
等の整備数 

 専門家等の派遣
数 

概ね達成 定住条件の整備を推進しつつ、各離島

の特性を活かした振興策を推進する。 

 

 

③沖縄振興計画の

推進に関する調

査 

 審議会等での活
用割合 

達成に向け

進展 

（目標期間

は23年度）

調査結果の沖縄振興審議会等でのさら

なる一層の活用により、沖縄振興の在り

方について効果的な検討を行う。 

 

④沖縄における産

業振興 

 環境共生型観光
地形成のための
取組の支援箇所
数 

 「沖縄文化等コ
ンテンツ産業創
出支援事業」にお
けるファンドの
組成状況 
 

概ね達成 観光産業は、一層の集客・高付加価値

化を図る。 

コンテンツ産業は、新たな投資先の発

掘選定を行っていく。 

 

⑤沖縄における社

会資本等の整備 

 下水道処理人口
普及率 

 かんがい施設整
備面積割合 

概ね達成 新たな沖縄振興のための計画（現行計

画は平成23年度末で終了）等の内容を勘

案し、今後とも総合的・戦略的に実施す

る。 
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政策 施策 主な評価指標 

達成 

／未達成 

 

今後の方向性等（主なもの） 

(参考) 

行政事業レビューの指摘 

 

 

⑥沖縄の特殊事情

に伴う特別対策 

 体験提供施設の
利用満足度 

 特殊抗毒素の研
究の進捗 

 沖縄振興開発金
融公庫に関する
アンケート調査
での肯定的評価
の割合 

概ね達成 沖縄振興金融公庫については、政策金

融機関として、今後も長期・低利資金を

安定的に供給することによって役割を円

滑に果たしていく。 

ハブ対策は治療薬の開発等の研究を引

き続き推進する。 

 

⑦沖縄の戦後処理

対策 

 不発弾等対策事
業の推進 

 沖縄戦関係資料
閲覧室の利用状
況 
 

概ね達成 不発弾処理事業を引き続き推進する。 

沖縄戦に関する資料について、一般の理

解に資するため、引き続き閲覧室での収

集資料の公開及びＨＰでの公文書の公開

を推進していく。 

 

１０．共生社会

実現のための施

策の推進 

 

①子ども・若者育成

支援の総合的推

進（子ども・若者

ビジョン） 

「子ども・若者ビ
ジョン」に盛り込
まれた施策のフ
ォローアップ 

達成 施策の実施状況等の把握、国民の理解

と関心をさらに深める。 

子ども・若者育成支援推進点検・評価

会議を開催し、施策の確実な実施のため

に、子ども・若者ビジョンのフォローア

ップ等を行う。 

 

②青少年インター

ネット環境整備

の総合的推進（青

少年インターネ

ット環境整備基

本計画） 

 青少年インター
ネット環境整備
基本計画に盛り
込まれた施策の
フォローアップ 

達成 子ども・若者育成支援推進本部におけ

る平成22年度フォローアップ結果報告を

実施する。 

青少年のインターネット利用環境実態

調査を実施、有識者の意見を聴取し、業

務改善に活用する。 
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政策 施策 主な評価指標 

達成 

／未達成 

 

今後の方向性等（主なもの） 

(参考) 

行政事業レビューの指摘 

 

  

③子ども・子育て支

援の総合的推進

（子ども・子育て

ビジョン) 

 子ども・子育てビ
ジョンに盛り込
まれた施策のフ
ォローアップ 

達成 平成23年版子ども・子育て白書のとり

まとめるとともに、インターネットアン

ケート調査を実施する。 

 

④子ども・子育て支

援、仕事と生活の

調和、子ども・若

者育成支援に関

する調査研究・人

材育成等 

 子育てしやすい
環境づくりに関
心がある人の割
合 

 仕事と生活の調
和についての認
知度 

 青少年の育成・支
援活動に参加し
ている、又は参加
したいと思う人
の割合 

概ね達成 

 

国民の意識・要望等を把握するための

調査研究、結果の分析をするとともに、

マスコミ・ＨＰを通じて中高年層を含め、

一層の情報を発信する。 

事例紹介や研修を行い、国民の更なる

理解の促進を図る。 

若年層向けの情報発信を行うとともに、

アクセス件数の増加を図る。 

 行政事業レビューの指摘を踏まえ、理

解促進事業については、開催場所・団体

等との連携強化・マスコミ報道等、効果

のより大きい事業内容に改善しながら実

施することにより、さらなる国民の理解

の促進を図っていく。         

調査研究の有用性、調査結果

の活用状況の検証は、引き続き

見直しを図るべき。理解促進の

ための事業については、効果を

検証、国の事業の在り方につい

て引き続き検討を求める。 

⑤食育の総合的推

進（食育推進基本

計画） 

食育推進基本計
画に盛り込まれ
た施策のフォロ
ーアップ 

達成 施策の実施状況等の把握、国民の理解

と関心をさらに深める。 

 

⑥食育に関する調

査研究等 

 食育に関心を持
っている人の割
合（90％以上） 

未達成 

（70.5％）

新たに世代区分等に応じた具体的な取

り組みを提示するなど、積極的な情報提

供を行う。 

 

 

 

 

⑦高齢社会対策の

総合的推進（高齢

社会対策大綱） 

 高齢社会対策大
綱に盛り込まれ
た施策のフォロ
ーアップ 

達成 平成23年度高齢社会白書のとりまとめ

を行う。 
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政策 施策 主な評価指標 

達成 

／未達成 

 

今後の方向性等（主なもの） 

(参考) 

行政事業レビューの指摘 

 

 

⑧高齢社会対策に

関 す る 調 査 研

究・参画促進 

 社会参加したい
と思う高齢者の
割合 

達成  高齢社会フォーラムやエイジレス・ラ

イフ実践者等の紹介事業について、既に

高齢期を迎え、又はこれから迎えようと

する世代に対し、有益になるような事業

となるよう、内容等の検討を進める。 

行政事業レビューの指摘を踏まえ、調

査結果について、ＨＰやマスコミを通じ

て広く一般に周知を行う。 

高齢期における生き方の参考にしていた

だけるよう、事例紹介を実施していく。 

昭和４９年度から行われて

いる事業の必要性、調査研究の

有用性、調査結果の活用状況の

検証は、引き続き見直しを図る

べき。 

⑨バリアフリー・ユ

ニバーサルデザ

イン推進に関す

る調査研究等 

 バリアフリーの
認知度 

達成に向け

進展 

(※目標期

間 は 24 年

度) 

今後も引き続き認知度100％を目指す。  

⑩障害者施策の総

合的推進(障害者

基本計画) 

 障害者基本計画
に盛り込まれた
施策のフォロー
アップ 

達成 平成２４年度の最終フォローアップに

向け一層の把握に努める。 

 

⑪障害者施策に関

する調査研究・連

携推進等 

 共生社会の認知
度 

達成に向け

進展 

(※目標期

間 は 24 年

度) 

「共生社会」認知度は増加傾向にある

が、今後とも様々な場面・方法を用いた、

啓発広報に努める。 
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政策 施策 主な評価指標 

達成 

／未達成 

 

今後の方向性等（主なもの） 

(参考) 

行政事業レビューの指摘 

 

 

⑫交通安全対策の

総合的推進（交通

安全基本計画） 

 交通安全基本計
画に盛り込まれ
た施策のフォロ
ーアップ 

達成 平成23年度からの第９次交通安全基本

計画に基づき、交通の安全に関する施策

を具体的に定め、強力に実施する。 

 

 

 

⑬交通安全対策に

関 す る 調 査 研

究・人材育成等 

普段から交通安
全を意識してい
ると思う人の割
合 

達成  

⑭犯罪被害者等施

策の総合的推進

（犯罪被害者等

基本計画） 

 犯罪被害者等基
本計画に盛り込
まれた施策のフ
ォローアップ 

達成 引き続き、同計画の施策のフォローア

ップ等に努める。 

 

 

⑮犯罪被害者等施

策に関する調査

研究・連携推進等 

 犯罪被害者支援
に関心を持って
いる人の割合 
（60％以上） 

未達成 

（41.3％）

今後とも、各種広報啓発活動事業等を

通じて、国民の理解や関心を深める取組

を一層強化する。 

 

⑯自殺対策の総合

的推進（自殺総合

対策大綱） 

 自殺総合対策大
綱に盛り込まれ
た施策のフォロ
ーアップ 

達成 自殺総合対策大綱の推進を図ってい

く。 

自殺対策に関する情報を収集するとと

もに、自殺対策白書に掲載する。 

 

⑰自殺対策に関す

る調査研究・人材

育成等 

 自殺対策は自分
自身に関わる問
題であると思う
人の割合 
（40％以上） 

未達成 

（33.2％）

地方公共団体における自殺対策に従事

する者の技能向上や相互の連携を促進す

ることにより、自殺対策の一層の推進を

図る。 

国民理解の更なる促進、事例紹介等の

情報提供を行う。 

行政事業レビューの指摘を踏まえ、今

後基金により実施する事業については、

その効果の検証を求めていくこととして

いる。 

基金により実施する各事業

の効果を検証・精査し、今後の

事業の効率化・効果的な実施を

図るべき。 
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政策 施策 主な評価指標 

達成 

／未達成 

 

今後の方向性等（主なもの） 

(参考) 

行政事業レビューの指摘 

 

⑱青年国際交流の

推進 

 アンケート調査
において、事業参
加が青年本人の
将来に役立った
と思う者の割合 

達成 引き続き、事業の充実を図るとともに、

各事業のプログラムの見直しを行うこと

により、予算内における効率的・効果的

な事業の実施を目指す。 

 

１１．栄典事務

の適切な遂行 

①栄典事務の適切

な遂行 

 春秋叙勲の発令
数 

 HP へのアクセス
件数 

概ね達成 引き続き春秋叙勲候補者推薦要綱等に

定められた発令に努める。 

広報活動の強化に努める。 

 

１２．男女共同

参画社会の形成

の促進 

①男女共同参画施

策の総合的推進

(男女共同参画基

本計画) 

 男女共同参画基
本計画に盛り込
まれた施策の推
進状況の確認 

達成 第３次基本計画の施策の進捗状況を定

期的に監視するとともに、必要に応じ取

組の強化等を働きかける。 

 

②男女共同参画に

関する普及・啓発 

 HP へのアクセス
件数 

 情報誌に関する
アンケートでの
肯定的評価 

達成 有識者の意見を聴取し、民間とのタイ

アップを深めるなど、一層効果的な広報

に努める。 

ＨＰの維持・管理の更なる効率化を図

る。 

 

③男女共同参画を

促進するための

地方公共団体・民

間団体等との連

携 

 会議やフォーラ
ムにおけるアン
ケートでの肯定
的評価 

 地域における取
組事例収集件数 

達成 引き続き参加者の満足度向上のための

工夫に努める。 

 

④国際交流・国際協

力の促進 

 国際会議等への
出席回数 

 WLN（女性リーダ
ーズネットワー
ク）会合の参加者
数 

達成 取組を国際社会に効果的に発信すると

ともに、国際会議の成果の国内の普及に

努める。 
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政策 施策 主な評価指標 

達成 

／未達成 

 

今後の方向性等（主なもの） 

(参考) 

行政事業レビューの指摘 

 

⑤女性に対する暴

力の根絶に向け

た取組 

 セミナにおける
アンケートでの
肯定的評価 

  
 ポスター等の配

布箇所数 

達成 地域の能力向上、ネットワークの強化

を図ることを目的としたワークショップ

を実施する。 

電話相談事業や調査結果を活用し、女

性に対する暴力をなくすための意識啓発

に取り組む。 

 

⑥女性の参画の拡

大に向けた取組 

 指導的地位に女
性が占める割合 

達成に課題

(※目標期

間は32年) 

第３次男女共同参画基本計画に沿って

取組を強化・加速する。 

 

１３．食品の安

全性の確保 

 

①食品健康影響評

価技術研究の推

進 

 

 事後評価結果 
 中間評価結果 

達成 

 

 

リスク評価の的確な実施に資する研究

を一層推進するため、委託研究に係る予

算を拡充して要求するとともに、従来以

上に多くの研究機関に対し調査研究事業

について周知し応募者の拡大を図る。 

 

②食品健康影響評

価に関するリス

クコミュニケー

ションの推進 

 意見交換会への
参加者に対する
アンケートでの
肯定的評価 

 メールマガジン
の登録者数 

概ね達成 意見交換会の実施等により正確でより

分かりやすい情報提供と意見交換に努め

る、メールマガジンのさらなる促進を図

る。 
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政策 施策 主な評価指標 

達成 

／未達成 

 

今後の方向性等（主なもの） 

(参考) 

行政事業レビューの指摘 

 

１４．原子力利

用の安全確保 

①原子力利用の安

全確保に係る施

策の遂行 

 見解の表明及び
安全審査指針類
の整備 

 規制調査の実施
状況 

 原子力防災に係
る訓練の実施・参
加状況等 

 社会とのコミュ
ニケーション 

 原子炉の設置許
可等に係る安全
審査において、行
政庁の審査結果
について2次審査
の実施。既設原子
力施設の耐震安
全性の確認 

概ね達成 東京電力福島第一原子力発電所の事故

を踏まえた原子力発電所施設の安全基準

や原子力施設等の防災対策の見直しにつ

いては、事故に関する事実関係が明確に

なっていないものの、安全審査の基本的

考え方を示す指針等に不備があったこと

から、予断を待たずに事故原因を自ら検

証し、安全確保の在り方について、抜本

的な見直しを図っていく。 

事業の適切な進捗管理、契約

における競争性の確保などに

より、予算の効率的執行に留意

すべき。東京電力福島第一原子

力発電所の事故を踏まえた原

子力発電施設の安全確保の在

り方の抜本的見直しの方向性

に留意しつつ、必要に応じて事

業の見直しを検討すべき。 

 

 

 

 

１５．公益法人

制度改革等の推

進 

①公益法人制度改

革等の推進 

 

 説明会等を通じ
た行政庁間の連
携 

 特例民法法人の
現状を把握する
ための各種調査
等の実施 
電子申請の利用
の割合 

達成 これまで以上に柔軟かつ迅速な審査を

行い、新制度への円滑な移行を実現する。

審査及び監督にかかる事務の停滞を招か

ないように体制の充実も含めて事務の効

率化に取り組む。 

 

１６．経済社会

総合研究の推進 

①経済社会活動の

総合的研究 

 HP へのアクセス
件数 

 アンケートでの
肯定的評価 
 

概ね達成 行政事業レビューの評価結果を受けて

政策課題と連動した研究テーマの選定方

法や研究成果の活用方策など、研究の在

り方を見直す。 

成果活用の重視、政策課題と

連動した研究テーマへの資源

の重点配分等に留意すべき。な

お、事業目的に対する適切な成

果目標を設定し、事業効果の把

握に努めるべき。 
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政策 施策 主な評価指標 

達成 

／未達成 

 

今後の方向性等（主なもの） 

(参考) 

行政事業レビューの指摘 

 

②国民経済計算 

 国際基準に基づ
く公表スケジュ
ール遵守 

 国際作成基準の
改定(08SNA)への
対応 

達成 「公的統計の品質に関するガイドライ

ン」を踏まえ、統計を事前の公表予定ど

おりに公表し、統計の作成方法・利用上

の注意等の情報を公表する。 

 

③人材育成、能力開

発 

 アンケートでの
肯定的評価 

達成 職員のキャリア形成という長期的視点

も考慮した研修を企画する。 

 

④経済財政政策関

係業務システム

の最適化（成果重

視事業） 

 計画に基づいた
作業の進捗状況 

達成 （平成22年度までで事業終了）  

１７．迎賓施設

の適切な運営 

①迎賓施設の適切

な管理・運営 

 迎賓館事務連絡
会議の開催 

 一般参観者数 

達成 引き続き迎賓館利活用の促進に努め

る。 

一般参観に加え迎賓館赤坂離宮前庭公

開を毎年実施する。 

行政事業レビューの指摘を踏まえ、ボ

ランティア説明員を増員し、迎賓施設の

役割、接遇について、より一層国民の理

解の深化に努め、コストの効率化を図る。

迎賓施設の役割、接遇につい

て、国民の理解を深めるため、

一般参観、前庭公開等適切に実

施すべき。また、引き続き、ボ

ランティアの活用により、コス

トの効率化を図るべき。 

１８．北方領土

問題の解決の促

進 

①北方領土問題解

決促進のための

施策の推進 

 HP アクセス件数 
 意見募集におけ

るイベント等へ
の参加意欲があ
るとの回答の割
合 

概ね達成 全国各地での啓発イベントの実施や新

聞などを通じた情報発信を行う全国キャ

ンペーンを通じて北方領土問題に対する

国民の理解と関心の一層の向上を図る。 

 

１９．国際平和

協力業務等の推

進 

政策 

①国際平和協力業

務等の推進 

 国連、現地政府等
の肯定的評価 

達成 引き続き、新規案件の検討を随時行う

とともに、法に基づき各種ミッションを

着実に実施する。 
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政策 施策 主な評価指標 

達成 

／未達成 

 

今後の方向性等（主なもの） 

(参考) 

行政事業レビューの指摘 

 

２０．科学に関

する重要事項の

審議及び研究の

連絡 

①政府・社会等に対

する提言等 

 答申等の意思の
表出件数 

達成 引き続き、各学術分野における様々な

課題について学術的・中立的な観点から

積極的に審議、政府や社会等に対する提

言等を公表する。 

 

②各国アカデミー

との交流等の国

際的な活動 

 各国アカデミー
との連携等 

 共同主催国際会
議の開催 
等 

達成 引き続き、国際的な学術団体の活動へ

積極的に参画貢献、科学者の国際協力体

制構築を推進する。 

 

③科学の役割につ

いての普及・啓発 

 公開講演会等の
開催 

達成 公開講演会を発展的に改組し、国民と

の直接的・双方向的対話を図るため「学

術フォーラム」として予算を拡充し、よ

り一層充実させる。 

 

④科学者間ネット

ワークの構築 

 政策提言等のと
りまとめ 

 地区会議の開催 
 地区会議公開講

演会の開催 

達成 引き続き、科学者間交流を推進し、科

学者コミュニティ内の連携・協力体制を

強化することにより緊密な科学者間ネッ

トワークの構築を図る。 

 

２１．官民人材

交流センターの

適切な運営 

①民間人材登用等

の推進 

 企業・府省間の意
見交換会を開催 

達成 官民人材交流センター廃止までの間、

引き続き意見交換会を開催する。 
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